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Ⅰ．概　　要
１．用語の定義等

本利用細則は、「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第９号に定める約定金融機関等（以下「約定金融機関等」といいます。）が日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）を利用して国債資金同時受渡関係事務（特に断りのない場合には、国債売買関係事務にかかるものを除きます。以下同じです。）を行う場合に使用するものです。なお、当該事務のうち、国債受入先または国債払出先を日本銀行の参加者口座の預り口とする振替にかかるものについては、併せて、「日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座からの振替等に関する細則」を参照してください。
本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「担保に関する基本約定」、本利用細則以外の利用細則、「日本銀行国債振替決済業務規程」（以下「振決規程」といいます。）その他日本銀行が定めた規則等によるほか、以下のとおりとします。

（１）国債資金同時受渡

「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第１号に定める国債資金同時受渡をいいます。
（２）国債資金同時受渡依頼

「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第２号に定める国債資金同時受渡依頼をいいます。

（３）決済指示（国債）

「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第３号に定める決済指示(国債)をいいます。
（４）決済指示（資金）

「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第４号に定める決済指示（資金）をいいます。
（５）決済指示

決済指示（国債）または決済指示（資金）をいいます。
（６）払出先参加者

「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第５号に定める払出先参加者をいいます。
（７）受入先参加者
「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第６号に定める受入先参加者をいいます。
（８）相手先参加者
送信を行う約定金融機関等が払出先参加者である場合には受入先参加者を、送信を行う約定金融機関等が受入先参加者である場合には払出先参加者をいいます。
（９）資金受入先
「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第７号に定める資金受入先をいいます。
（10）資金払込先
「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第８号に定める資金払込先をいいます。
（11）資金受入・払込先
「国債資金同時受渡に関する規則」第２条第２項第１０号に定める資金受入・払込先をいいます。
（12）資金受入・払込依頼者
資金受入依頼者または資金払込依頼者をいいます。
（13）資金受入依頼者
他の金融機関等の店舗を資金受入先として指定する払出先参加者をいいます。
（14）資金払込依頼者
他の金融機関等の店舗を資金払込先として指定する受入先参加者をいいます。
（15）資金受渡金額
国債資金同時受渡にかかる資金の金額をいいます。
（16）入力店
国債資金同時受渡関係事務に関する電文を送信した店舗をいいます。
なお、当該電文（資金受入・払込先が送信するものを除きます。）を送信することができる約定金融機関等の店舗は、オンライン振決参加者店舗に限ります。
（17）当座貸越取引先

日本銀行と当座貸越取引を行っている金融機関等店舗をいいます。
（18）外国中央銀行等

外国の中央銀行もしくはこれに準ずる者または国際機関をいいます。
（19）海外預り金勘定

日本銀行が外国中央銀行等のために開設する本邦通貨建ての預り金勘定をいいます。
（20）参加者・種別・口座区分

振決参加者ならびにその参加者口座の種別および口座区分をいいます。
（21）国債払出先

振決国債の払出が行われる参加者・種別・口座区分をいいます。
（22）国債受入先

振決国債の受入が行われる参加者・種別・口座区分をいいます。
（23）プライマリー指定先

約定金融機関等（複数の資金受入・払込先を届出た者に限ります。）が優先的に利用する先としてあらかじめ日本銀行に届出た資金受入・払込先をいいます。なお、プライマリー指定先となることができる資金受入・払込先は、当該約定金融機関等と同一法人である先に限ります。
（24）担保差入金融機関等
「担保に関する基本約定」第２条第１項に定める約定金融機関等をいいます。
（25）同時担保受払

次に掲げる事項をいいます。

①　払出先参加者が、日本銀行に対し、担保として差入れている振決国債について、当該振決国債にかかる国債資金同時受渡と同時に、その担保の返戻を行うことを依頼すること
②　資金払込先が、日本銀行に対し、国債資金同時受渡にかかる振決国債を、国債資金同時受渡と同時に、担保として差入れることを申出るとともに、その担保の差入にかかる当該振決国債の振替の申請を行うこと
（26）国債ＤＶＰ入力締切時刻

国債資金同時受渡依頼、決済指示（国債）および決済指示（資金）（送信日を受払日とし、送信日の翌営業日を元利払日とする銘柄を対象とするものを除きます。）に関する送信を締切る時刻をいいます。
（27）残高不足
払出先参加者に国債残高不足もしくは担保余裕額不足が発生していることまたは資金払込先に引落資金不足が発生していることをいいます。
（28）国債残高不足

払出可能国債残高（払出先参加者が同時担保受払を行う場合には、担保残高）がマイナスとなることをいいます。
（29）担保余裕額不足
利用細則（担保関係事務）に定める担保余裕額がマイナスとなることをいいます。

（30）当日処理終了（国債振替決済）

国債振替決済関係事務における当日処理終了をいいます。
（31）当日処理終了（当座勘定取引）

当座勘定取引における当日処理終了をいいます。
（32）当日処理終了（国債振替決済）取消

国債振替決済関係事務における当日処理終了取消をいいます。
（33）当日処理終了（当座勘定取引）取消
当座勘定取引における当日処理終了取消をいいます。

２．国債資金同時受渡関係事務の概要

（１）国債資金同時受渡依頼

約定金融機関等は、自己を払出先参加者または受入先参加者として、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751101）（注）に従い、「国債資金同時受渡依頼」の送信を行うことができます。

（注）コンピュータ接続またはファイルアップロード・ダウンロード機能（以下「コンピュータ接続等」といいます。）により送信する場合の「国債資金同時受渡依頼」の業務処理区分コードは753101となります。

また、当該送信を払出先参加者が行う場合または資金払込先と同一法人かつ同一店舗である受入先参加者が行う場合には、当該送信において決済指示を同時に行うこともできるほか、（５）の条件を満たすときは、当該決済指示とともに同時担保受払を行うこともできます。

この際の送信については、以下のとおり取扱ってください。

イ．資金受入先、資金払込先
国債資金同時受渡依頼において指定できる資金受入先は、払出先参加者があらかじめ日本銀行に届出てその承認を得ている資金受入・払込先に、また、資金払込先は、受入先参加者があらかじめ日本銀行に届出てその承認を得ている資金受入・払込先（日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座への振替の場合における資金払込先は、日本銀行業務局）にそれぞれ限ります。
ロ．参加者口座

国債資金同時受渡依頼において指定できる国債払出先および国債受入先の参加者口座は、約定金融機関等の参加者口座（日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座への振替の場合における国債受入先は、日本銀行の参加者口座の預り口）に限ります。また、当該参加者口座の双方または一方を、当該送信を行う約定金融機関等の参加者口座、すなわち、振決参加者の金融機関等コードが当該約定金融機関等の金融機関等コードと等しい参加者口座とする必要があります。

（２）決済指示
「国債資金同時受渡依頼」の送信が行われた場合には、当該国債資金同時受渡依頼について、払出先参加者および資金払込先の双方が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201または751301）に従い、決済指示の送信を行うことができます（注）。

この場合、（５）の条件を満たすときは、同時担保受払を行うこともできます。

払出先参加者および資金払込先の双方が決済指示を行った後遅滞なく、日本銀行は、国債資金同時受渡（国債の受払および当座勘定の入金または引落）を実行します。また、決済指示の送信において、同時担保受払が行われた場合には、当該同時担保受払にもとづく処理（担保の返戻または受入およびこれらにかかる国債の受払）も同時に実行します。ただし、払出先参加者および資金払込先の双方または一方について、払出可能国債残高、担保余裕額または引落資金に不足が発生する場合には、日本銀行は国債資金同時受渡を実行せず、当該不足が発生している払出先参加者および資金払込先（双方に当該不足が発生している場合には双方を指し、一方のみに当該不足が発生している場合にはその一方を指します。以下「残高不足発生先」といいます。）の決済指示を取消した上で、当該先に対してその旨を通知します。
（注）「国債資金同時受渡依頼」の送信が払出先参加者により行われる場合または資金払込先と同一法人かつ同一店舗である受入先参加者により行われる場合に限り、当該送信の際、当該払出先参加者または受入先参加者が決済指示を同時に行うこともできます。
（３）オンライン照会
約定金融機関等および資金受入・払込先は、本利用細則の定めるところに従い、国債資金同時受渡に関する照会を日銀ネットを利用して行うことができます。
（４）日銀ネット障害時等の取扱い
国債資金同時受渡依頼および決済指示はオンラインによってのみ可能であり、日銀ネットの障害が発生した場合等においては、国債資金同時受渡依頼および決済指示を書面により行うことはできません。
約定金融機関等が「国債資金同時受渡依頼」を送信済の場合において、これを対象とする決済指示が未送信のときは、日本銀行は、障害の状況に応じ、必要な取扱いを約定金融機関等および資金受入・払込先に指示することがあります（注）。

（注）障害の状況によっては、日本銀行は、受付済の「国債資金同時受渡依頼」について処理しないこととすることがあります。この場合、日本銀行からの指示に従ってください。

（５）同時担保受払

イ．払出先参加者が同時担保受払を行う場合

次に掲げる条件その他担保関係事務において定める担保受払の条件が満たされている場合には、払出先参加者は、「国債資金同時受渡依頼」（同時に決済指示を行う場合に限ります。）または「決済指示（国債）」の送信の際に、同時担保受払を行うことができます。
（イ）払出先参加者が担保差入金融機関等であること

（ロ）国債払出先の種別および口座区分が、担保関係事務において担保差入が可能な種別および口座区分（預り口を除きます。）であること
ロ．資金払込先（受入先参加者）が同時担保受払を行う場合

次に掲げる条件その他担保関係事務において定める担保受払の条件が満たされている場合には、資金払込先（受入先参加者）は、「国債資金同時受渡依頼」（同時に決済指示を行う場合に限ります。）または「決済指示（資金）」の送信の際に、同時担保受払を行うことができます。
（イ）受入先参加者が担保差入金融機関等であり、かつ、資金払込先と同一法人であること
（ロ）国債受入先の種別および口座区分が、担保関係事務において担保差入が可能な種別および口座区分（預り口を除きます。）であること
なお、同時担保受払において使用する担保についての詳細は、利用細則（担保関係事務）を参照してください。
（６）受払日、当座勘定の入金または引落等を行う日
イ．受払日の指定

「国債資金同時受渡依頼」（注１）の送信においては、受払日として、送信日または送信日の翌営業日を指定することができます（注２）。

なお、決済指示は、国債資金同時受渡依頼と同時に行う場合を除き、当該受払日に限り行うことができます。

（注１）同時に決済指示を行う場合を含みます。

（注２）送信日を受払日として指定する場合において、送信日の翌営業日を元利払日とする銘柄を対象とするときは、午後３時以後に当該指定を行うことはできません。

ロ．当座勘定の入金または引落を行う日
国債資金同時受渡にかかる当座勘定の入金または引落は、受払日に、イ．の国債の受払と同時に行います。

ハ．同時担保受払にもとづく担保の返戻または受入等を行う日

同時担保受払にもとづく担保の返戻または受入およびこれらにかかる国債の受払は、受払日に、イ．の国債の受払およびロ．の当座勘定の入金または引落と同時に行います。

なお、同時担保受払は、決済指示とともに行います。
（７）日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座への振替等にかかる国債資金同時受渡に関する取扱い

日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座への振替（国債受入先を日本銀行の参加者口座の預り口とする振替）および日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座からの振替（国債払出先を日本銀行の参加者口座の預り口とする振替）にかかる国債資金同時受渡にあっては、以下の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより取扱うほか、「日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座からの振替等に関する細則」に定めるところにより取扱い、これらに定めるところ以外は、他の国債資金同時受渡と同様に取扱います。

イ．日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座への振替

・　日本銀行は「国債資金同時受渡依頼」の送信を行いません。払出先参加者が「国債資金同時受渡依頼」の送信を行ってください。
・　払出先参加者は「国債資金同時受渡依頼」または「決済指示（国債）」の取消（３．または４．参照）を行う場合には、あらかじめその旨を日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）に連絡してください。

・　以下のいずれかに該当する場合には、日本銀行は決済指示（資金）を行いません。
①　日本銀行に支払を依頼した外国中央銀行等の海外預り金勘定に引落資金不足が生じる場合

②　当該国債資金同時受渡の内容に疑義がある場合

日本銀行は、②の場合には、払出先参加者に当該国債資金同時受渡の内容の確認を依頼します。この場合、払出先参加者は日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）と連絡をとり、送信した国債資金同時受渡の内容に誤りがないか確認してください。

ロ．日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座からの振替

・　日本銀行が「国債資金同時受渡依頼」の送信を行います（同時に決済指示（国債）も行います。）（注）。受入先参加者は「国債資金同時受渡依頼」の送信を行わないでください。なお、受入先参加者は「国債資金同時受渡依頼」の取消（３．参照）も行わないでください。
（注）日本銀行は受払日当日に送信を行います。
（８）受付番号
国債資金同時受渡依頼の送信が行われると、国債資金同時受渡依頼１件毎に下記の体系の番号が付されます。この番号は「受付番号」といい、「国債資金同時受渡依頼受付通知」、「国債資金同時受渡決済指示対象通知」等に表示されます。国債資金同時受渡依頼の取消を行う場合には、該当の受付番号を入力する必要があるほか、決済指示またはその取消を行う場合には、該当の受付番号または（９）の取引ＩＤを入力する必要があります。
　受付番号の体系
　　10桁

××××××××××
　　　　　　　　　　　国債資金同時受渡依頼の送信日が
　　　　　　　　　　　　奇数月に属する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　送信日の日付と同一の数値
　　　　　　　　　　　　偶数月に属する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　送信日の日付に50を加えた数値
　　　　　　　　　　　01～20の範囲の適宜の数値
　　　　　　　　　　　000000～999999の範囲の適宜の数値
（９）取引ＩＤ

払出先参加者、受入先参加者等による対象取引の特定を容易にするため、ＩＳＯ２００２２メッセージを用いる「国債資金同時受渡依頼」の電文においては、任意の番号等を設定することができます。これを「取引ＩＤ」といい、照会に関する帳票以外の全帳票に取引ＩＤが表示されます。

なお、端末装置による送信の場合には取引ＩＤの入力を省略できます（注）が、コンピュータ接続等による送信の場合には取引ＩＤの入力を省略できません。
（注）取引ＩＤの入力を省略した場合には、受付番号と同じ番号が取引ＩＤとして設定されます。
（10）国債処理番号

決済指示にもとづき受払処理が行われる都度、参加者・種別・口座区分および銘柄別に受払日単位で000001番から６桁の連続番号が付されます。この番号は「国債処理番号」といい、国債振替決済関係事務および国債資金同時受渡（香港）関係事務における国債処理番号と共通に付されます（注）。国債処理番号は「国債資金同時受渡実行通知」に表示されます。

約定金融機関等は、国債処理番号を利用して、国債残高の管理を行うことができます。

（注）同時担保受払を行う場合には、受払が２件（国債資金同時受渡における払出先参加者が同時担保受払を行う場合には、担保返戻による受入および国債資金同時受渡による払出の２件を、国債資金同時受渡における受入先参加者が同時担保受払を行う場合には、国債資金同時受渡による受入および担保差入による払出の２件を、それぞれ指します。）行われるため、２番加算されます。
（11）当座勘定取引通番

当座勘定の入金または引落が行われると、資金受入・払込先の当座勘定毎に取引実行日単位で000001番から６桁の連続番号が付されます。この番号は「当座勘定取引通番」といい、当座勘定取引における当座勘定取引通番と共通に付されます。当座勘定取引通番は「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」等に表示されます。

３．国債資金同時受渡依頼の取消

払出先参加者または受入先参加者は、国債資金同時受渡が実行されるまでの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751102）に従い、国債資金同時受渡依頼（相手先参加者が送信したものを含みます。）の取消を行うことができます（注１）。

また、受払日中に実行されなかった国債資金同時受渡依頼は、受払日の国債ＤＶＰ入力締切時刻後に日本銀行により取消されます（注２）。

（注１）決済指示（国債）または決済指示（資金）の一方が送信済である国債資金同時受渡依頼を取消すことも可能です。この場合、送信済の決済指示（国債）または決済指示（資金）も取消されます。

（注２）決済指示（国債）または決済指示（資金）の一方が送信済である国債資金同時受渡依頼も取消されます。この場合、送信済の決済指示（国債）または決済指示（資金）も取消されます。

４．決済指示の取消

（１）決済指示（国債）の取消

払出先参加者は、国債資金同時受渡が実行されるまでの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751202）に従い、決済指示（国債）の取消を行うことができます（注）。

なお、決済指示（国債）が取消された場合（３．の国債資金同時受渡依頼の取消に伴い取消された場合を含みます。）において、当該決済指示（国債）とともに同時担保受払も行われていたときは、当該同時担保受払にかかる担保の返戻の依頼も取消されます。
（注）国債資金同時受渡依頼と同時に行われた決済指示（国債）を取消すことも可能です。この場合、国債資金同時受渡依頼は取消されません。

（２）決済指示（資金）の取消

資金払込先は、国債資金同時受渡が実行されるまでの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751302）に従い、決済指示（資金）の取消を行うことができます（注）。

なお、決済指示（資金）が取消された場合（３．の国債資金同時受渡依頼の取消に伴い取消された場合を含みます。）において、当該決済指示（資金）とともに同時担保受払も行われていたときは、当該同時担保受払にかかる担保の差入の申出および当該担保の差入にかかる振替の申請も取消されます。
（注）国債資金同時受渡依頼と同時に行われた決済指示（資金）を取消すことも可能です。この場合、国債資金同時受渡依頼は、取消されません。
５．入力時間帯等

（１）入力時間帯

約定金融機関等または資金受入・払込先が、本利用細則に定める業務処理区分の電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。

	（日本銀行本店を日銀ネット主管店とする利用先）
	

	業務処理区分名
	業務処理区分

コード（注１）
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻（注２）
	締切時刻

	国債資金同時受渡依頼
	751101
（753101）
	当日入力分（注３）であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30

（午前7:30）
	午後3:00（注４）

	
	
	当日入力分であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合または先日付入力分（注３）の場合
	
	午後9:00（注４）

	決済指示（国債）
	751201
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00（注５）

	
	
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00（注５）

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:45

（午前7:45）
	午後3:00（注５）

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00（注５）

	
	
	
	
	

	業務処理区分名
	業務処理区分

コード（注１）
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻（注２）
	締切時刻


	決済指示（資金）
	751301
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00（注６）

	
	
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00（注６）

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:45

（午前7:45）
	午後3:00

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00

	国債資金同時受渡依頼取消
	751102
	─
	午前8:30
（午前7:30）
	午後9:00

	決済指示取消（国債）
	751202
	
	
	

	決済指示取消（資金）
	751302
	
	
	

	決済指示未入力明細（国債）
	754101
	
	午前7:30
（午前6:30）
	午後10:00

	決済指示未入力明細（資金）
	754102
	
	
	

	国債資金同時受渡明細（国債）
	754201
	
	
	

	国債資金同時受渡明細（資金）
	754202
	
	
	


（注１）（）内はコンピュータ接続等により送信する場合の業務処理区分コードになります。
（注２）（）内は延長日（日本銀行が、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。当該依頼にもとづき同時刻を繰下げる場合には、事前にその旨を日本銀行ホームページの業務上の事務連絡に関するページに掲載します。）の時刻を示します。

（注３）受払日に送信する国債資金同時受渡依頼を「当日入力分」といい、受払日の前営業日に送信する国債資金同時受渡依頼を「先日付入力分」といいます。以下この表において同じです。

（注４）国債受入先が日本銀行の参加者口座の預り口である場合（先日付入力分の場合を除きます。）には、午後２時（元利払対象銘柄を対象とする場合には午後３時、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合には午後４時３０分まで送信を行うことが可能ですが、午後２時以後に送信を行う場合には、あらかじめその旨を日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）に連絡し、日本銀行との間で合意してください。）。

（注５）国債受入先が日本銀行の参加者口座の預り口である場合には、午後２時（元利払対象銘柄を対象とする場合には午後３時、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合には午後４時３０分まで送信を行うことが可能ですが、午後２時以後に送信を行う場合には、あらかじめその旨を日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）に連絡し、日本銀行との間で合意してください。）。

（注６）国債払出先が日本銀行の参加者口座の預り口である場合には、午後２時（元利払対象銘柄を対象とする場合には午後３時、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合には午後４時３０分まで送信を行うことが可能ですが、午後２時以後に送信を行う場合には、あらかじめその旨を日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）に連絡し、日本銀行との間で合意してください。）。

	（日本銀行支店を日銀ネット主管店とする利用先）
	

	業務処理区分名
	業務処理区分

コード（注１）
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻（注２）
	締切時刻

	国債資金同時受渡依頼
	751101
（753101）
	当日入力分（注３）であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00

	
	
	当日入力分であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00

（午後6:00）

	
	
	先日付入力分（注３）の場合
	
	午後9:00

	決済指示（国債）
	751201
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00

	
	
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00

（午後6:00）

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:45

（午前7:45）
	午後3:00

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00
（午後6:00）

	決済指示（資金）
	751301
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00

	
	
	当日入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00

（午後6:00）

	
	
	
	
	

	業務処理区分名
	業務処理区分

コード（注１）
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻（注２）
	締切時刻

	決済指示（資金）
	751301
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:45

（午前7:45）
	午後3:00

	
	
	先日付入力分に対する決済指示であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00
（午後6:00）

	国債資金同時受渡依頼取消
	751102
	─
	午前8:30
（午前7:30）
	午後9:00

	決済指示取消（国債）
	751202
	
	
	

	決済指示取消（資金）
	751302
	
	
	

	決済指示未入力明細（国債）
	754101
	
	午前7:30
（午前6:30）
	午後10:00

	決済指示未入力明細（資金）
	754102
	
	
	

	国債資金同時受渡明細（国債）
	754201
	
	
	

	国債資金同時受渡明細（資金）
	754202
	
	
	


（注１）（）内はコンピュータ接続等により送信する場合の業務処理区分コードになります。

（注２）（）内は延長日（日本銀行が、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。当該依頼にもとづき同時刻を繰下げる場合には、事前にその旨を日本銀行ホームページの業務上の事務連絡に関するページに掲載します。）の時刻を示します。

（注３）受払日に送信する国債資金同時受渡依頼を「当日入力分」といい、受払日の前営業日に送信する国債資金同時受渡依頼を「先日付入力分」といいます。以下この表において同じです。

（２）入力延長
イ．入力延長の依頼

約定金融機関等または資金受入・払込先は、やむを得ない事由により入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつ、その日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前に電話により日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取します。

なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長の依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る時刻の３０分前に締切ります。

ロ．入力延長の許可

日本銀行は、入力延長を許可した場合には、その旨を約定金融機関等または資金受入・払込先に連絡します。

ハ．入力延長の停止

入力延長を許可された約定金融機関等または資金受入・払込先は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）あてにその旨を連絡してください。

日本銀行は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。また、約定金融機関等または資金受入・払込先からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
６．当日処理終了および当日処理終了取消
（１）当日処理終了

約定金融機関等が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、当日処理終了（国債振替決済）を行った場合には、当該約定金融機関等を払出先参加者または受入先参加者とする国債資金同時受渡にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の約定金融機関等または資金受入・払込先が当該電文を送信する場合を含みます。）ができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）。

また、資金受入・払込先が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071101）に従い、当日処理終了（当座勘定取引）を行った場合には、当該資金受入・払込先を資金受入先または資金払込先とする国債資金同時受渡にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の資金受入・払込先または約定金融機関等が当該電文を送信する場合を含みます。）ができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）。

なお、当日処理終了（国債振替決済）および当日処理終了（当座勘定取引）については、それぞれ利用細則（国債振替決済）および利用細則（当座勘定取引）を参照してください。

（２）当日処理終了取消

約定金融機関等が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、当日処理終了（国債振替決済）取消を行った場合には、当該約定金融機関等を払出先参加者または受入先参加者とする国債資金同時受渡にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の約定金融機関等または資金受入・払込先が当該電文を送信する場合を含みます。）が可能となります。

また、資金受入・払込先が、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071101）に従い、当日処理終了（当座勘定取引）取消を行った場合には、当該資金受入・払込先を資金受入先または資金払込先とする国債資金同時受渡にかかる以下の表の業務処理区分の電文を送信すること（他の資金受入・払込先または約定金融機関等が当該電文を送信する場合を含みます。）が可能となります。

なお、当日処理終了（国債振替決済）取消および当日処理終了（当座勘定取引）取消については、それぞれ利用細則（国債振替決済）および利用細則（当座勘定取引）を参照してください。

《 当日処理終了の対象利用業務 》（注１）
	利用業務
	業務処理区分名
	業務処理

区分コード

	国債資金同時受渡関係事務
	国債資金同時受渡依頼（注２）
	751101
（753101）（注３）

	
	決済指示（国債）
	751201

	
	決済指示（資金）
	751301


（注１）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、５．（１）に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信できません。
（注２）送信日を受払日とするものに限ります。

（注３）コンピュータ接続等により送信する場合の業務処理区分コードです。

７．残高等の管理

国債資金同時受渡にかかる国債の受払および当座勘定の入金または引落を行うためには、決済指示の双方が送信された時点において、国債払出先に払出を行うに足る払出可能国債残高 （払出先参加者が同時担保受払を行う場合には、担保残高および担保余裕額）が確保され、かつ、資金払込先の当座勘定に引落を行うに足る引落資金が確保されていることが必要で　す(注)。

なお、当該時点において、これらが確保されていない場合には、その残高不足発生先の決済指示が取消されます。

（注）担保余裕額については、国債資金同時受渡の実行後において、払出先参加者の担保余裕額（払出先参加者が同時担保受払を行う場合に限ります。）および資金払込先が属する法人の担保余裕額がマイナスとならないことが必要です。
（例１）払出先参加者が同時担保受払を行う場合において、払出先参加者および資金受入先が同一法人であるとき（受入先参加者および資金払込先がこれとは別の法人であるときに限ります。）は、同時担保受払にもとづく担保の返戻および国債資金同時受渡にかかる当座勘定への入金が行われた後の担保余裕額がマイナスとならないことが必要です。
（例２）資金払込先が当座貸越取引先であり、かつ、同時担保受払を行う場合（払出先参加者および資金受入先が資金払込先とは別の法人であるときに限ります。）には、同時担保受払にもとづく担保の差入および国債資金同時受渡にかかる当座勘定からの引落が行われた後の担保余裕額がマイナスとならないことが必要です。

オンライン振決参加者店舗


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照





当座貸越取引


利用細則（当座勘定取引）


第１編Ⅰ．参照





払出可能国債


残高


利用細則（国債振替決済関係事務）第１編Ⅰ．参照








担保余裕額


利用細則（担保関係事務）第１編Ⅳ．参照











コンピュータ接続、ファイルアップロード・ダウンロード機能


利用細則（共通事務）


第１編Ⅲ．参照





払出可能国債


残高


利用細則（国債振替決済関係事務）第１編Ⅰ．参照








担保余裕額


利用細則（担保関係事務）


第１編Ⅳ．参照





オンライン照会の種類


Ⅲ．１．参照








障害時の対応


利用細則（共通事務）


第１編Ⅵ.参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照





国債処理番号


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照





利用細則（国債資金同時受渡（香港）関係事務）


第１編Ⅰ．参照





当座勘定取引通番


利用細則（当座勘定取引）


第１編Ⅰ．参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照





入力延長


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





当日処理終了


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





当日処理終了取消


利用細則（共通事務）


第１編Ⅴ．参照





コンピュータ接続等


第１編Ⅰ．２．参照





担保余裕額


利用細則（担保関係事務）


第１編Ⅳ．参照





払出可能国債


残高


利用細則（国債振替決済関係事務）第１編Ⅰ．参照












